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北陸の BSI （企業経営動向調査 結果） 

経営者の景気見通し 

（2023 年 5 月調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■以下の章番号、資料文中における図表番号は、月刊誌本文の番号を使用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今回調査の概要 

目    的:北陸の企業における半期ごとの業況など動向調査 

調査方法:郵送によるアンケート調査 

調査時期:2023 年５月下旬 

調査対象先 : 北陸３県内の主要企業 480 社 
（銀行業、保険業を除く） 

有効回答数 : 230 社（回答率 47.9％） 
（うち、郵送・FAX:100社、web 回答:130社） 

主な集計方法:必要に応じて、以下のように分類して集計。 
製造業と非製造業、大企業と中小企業 
建設業・卸小売業・サービス業 

主な留意点 : 各質問に対して無回答が存在する場合、集計表の 
回答数は総数 230 社と一致しない。 
図表では、端数処理の関係から合計が 100％に 
ならない場合がある。 

 
回答企業の内訳:（産業別） 製造業 108 社 
   建設業  30 
   卸小売業  35 
   サービス業  57 
       （規模別） 大企業  54 
   中小企業 176 
               （県  別） 富山県 100 
   石川県  79 
   福井県  51 
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1．景気概況 

（１）業況判断 ～上期実績は前回見通しから“上方修正”、下期見通しは２桁のプラスに  ～ 

2023 年上期（１～６月）の業況について 2022

年下期（７～12月）と比較した変化の方向性を質

問したところ、「良くなった」という回答が

33.9％、「変わらない」が 32.2％、「悪くなった」

が 33.9％であった。この結果、業況判断 BSI（良

くなった割合から悪くなった割合を差し引いた

数値）は 0.0 となり、22年下期の BSI ＋10.4 か

らは 10.4 ポイントの悪化となった（図表 1）。 

 

産業別にみると、製造業が▲1.0（前回 10.7）、非製造業が 0.9（同 10.2）となっている。非製造

業のうち、特に卸小売業が▲15.1（同 28.9）と 44.0 ポイントもの大幅な悪化がみられている。 

規模別にみると、製造業では引き続き大企業と中小企業では大きく明暗が分かれた。製造・大企

業では 26.1（同 30.5）と大幅プラスを維持した一方、製造・中小企業では▲8.4（同 5.0）とマイ

ナスに転じている。 

前回調査（2022 年 11 月）における上期見通しと今回の上期実績を比較すると、図表１右側部分

のとおり、全産業では見通し▲3.1→実績 0.0 と 3.1 ポイントの“上方修正”となった。業種別・

規模別にみると、非製造・大企業が見通し＋16.2→実績▲3.2（19.4 ポイント悪化）、卸小売業で見

通し▲13.2→実績▲15.1（1.9 ポイント悪化）以外は、すべての区分で“上方修正”となっている。 

 

2023 年下期に向けた業況の見通しでは、「良く

なる」が 36.0％、「変わらない」が 43.9％、「悪く

なる」が 20.2％であった。この結果、2023 年下期

の見通し BSI は＋15.8 となった（図表２、３）。

今期実績（0.0）からは 15.8 ポイントの改善見通

しとなる。 

産業別・規模別にみると、製造・大企業で 65.3、

非製造・大企業で 25.8 と非常に高い水準となっ

ているが、製造・中小企業では 6.0、非製造・中

小企業では 8.9と 1桁のプラス水準にとどまっており、企業規模による格差は広がる見込みである。 

 

２．経営上の懸念事項 

 ～依然としてコスト高は最大の懸念事項であるが、法改正への対応が急務の業種も～ 

2023 年下期に向けた経営上の懸念事項を複数回答で質問したところ、最多は「原材料価格・エネ

ルギーコスト」、2番目が「国内の経済環境」、3番目が「人手不足」であった。この順番は前回調査

と同様であり、非製造・大企業を除き「原材料価格・エネルギーコスト」が最も多く、非製造・大

企業では「人手不足」が最多となっている（図表５）。  
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前回調査と数値を比較すると、増加幅が最も

大きい項目は「新技術・製品・サービス開発」

で＋8.3、次いで「人件費」が＋7.9、「他社と

の競合」が＋5.9 となっている（図表６）。 

図表７は、前回調査との数値差を時系列にグ

ラフ化したものである。図表５でみたとおり、

エネルギーコスト関連や国内外の経済環境を

経営課題とする企業は引き続き多いが、数値は

横ばいもしくは低下傾向がみられる。これらは

重要な経営課題ではあるものの、各社は恒常

的・中長期的な課題としてとらえており、直面する喫緊の課題として他の点を意識するようになっ

てきているのではないかと考えられる。 

 

図表７の太線で表示している項目は、近年、

右肩上がりで経営課題としての重要性が高ま

っているものである。「新技術・製品・サービス

開発」「他社との競合」については、コロナ禍か

らの経済再開を踏まえ、攻めの経営を打ち出す

必要性を感じているものと思われる。 

一方、「国内における法令・規制」は全産業と

してはそれほど大きな数値ではないが、建設業

や運送業を含むサービス業では「2024 年問題」

を受けて数値が大きくなっており、法改正・制

度改正を控えた業界では喫緊の課題となって

いることがうかがえる。 
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３．従業員の過不足 

（１）正社員 

正社員の過不足状況について質問したとこ

ろ、全産業では「不足」17.0％と「やや不足」

46.3％を合わせた 63.3％が不足感を示してい

る。過去の推移をみると、全産業では正社員は

慢性的に不足感が強く、その水準はコロナ禍

前の 2019 年に近づいている（図表９）。 

なお、産業別に推移をみると、製造業ではコ

ロナ禍の期間は比較的人員に余裕がみられて

いたが今回再び不足感が強くなっている。一

方、非製造業では、多少の変動はあるがほぼ

一貫して人手不足の状態が続いている。コロ

ナ禍初期では産業・規模によって差がみられ

たが、今回は産業を問わずほぼ同水準の不足

感が出ているものといえる（図表 10）。 

 

 

 

 

 

 

５．新卒以外の中途採用（正社員） 

～中途正社員採用を増やす動きは広まっている～ 

  全産業でみると、59.5％の企業が「従来から新卒正

社員採用が中心」である。なお、このうち「今後も新

卒正社員が中心」とする企業は 20.0％のみであり、

残り 39.5％は「今後中途採用を増やす」としている。 

現在中途採用が中心の企業でも「今後さらに増や

す」とする企業は 4.1％あることから、全体でみると、

計 43.6％の企業が中途採用を増やす、という結果と

なった（図表 23）。今後とも中途正社員に対するニー

ズは高まると思われる。 

次に、中途採用の目的について尋ねた。最も多い目

的は「中途退職者の補充」で 75.4％、次いで「定年

退職者の補充」が 50.9％と続く。「事業拡大」「高度

人材」「新規事業」といった前向きな目的を担う人材

については、10～20％台にとどまっている（図表 24）。 
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６．価格転嫁への対応 

～仕入先からの価格転嫁要請にはほぼ応諾済。販売先への価格転嫁依頼についてはバラツキあり～ 

（１）仕入先からの価格転嫁要請への対応 

全体的にみると、「最も多い原材料」「２番目に多い

原材料」「物流費」とも、ほぼ「受け入れた・受け入れ

る」という結果となっている。また、表を上から下（商

流方向）にみても、川上の数値が多少高いものの、総

じて、仕入先からの価格転嫁要請はほぼ受け入れているといえる（図表 25）。 

（２）販売先への価格転嫁依頼に対する反応 

仕入先への対応と状況が異なり、産業・規模によってバラツキがあることがわかる。製品別にみ

ると、主力製品の価格転嫁は比較的進んでいるものの、２番目に多い製品については進捗が多少遅

れている面がある。さらに、価格転嫁の算定根拠を示しづらいとされている物流費については 50％

台の産業・規模も多く、なかなか浸透していないようである。さらに、商流方向でみても、川上よ

りも川下のほうが価格転嫁は進んでいないことがみてとれる（図表 26）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．賃上げの動向と方向性 

～全産業では 93.8％の企業が何らかの賃上げを実施～ 

（１）賃上げの実施状況 

今春、賃上げを実施したかどうかを尋ねたところ、全産業では 93.8％

の企業が「実施した（実施予定）」と回答した（図表 29）。多少のばらつ

きはあるが、業種・規模別でみてもすべての区分で 90％以上となってい

る（賃上げには、初任給引き上げ、定期昇給、ベースアップ、いわゆるイ

ンフレ手当などの一時金、物価上昇分を加味した賞与増額 などを含む）。 

賃上げを実施した企業に対して、どういった種類・内容で実施したかを

尋ねた。最も多い回答は「定期昇給」で 93.5％、次いで「ベースアップ」

77.2％、「初任給引き上げ」69.4％と続く（図表 30）。 
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（２）賃上げの水準（妥結水準・状況） 

賃上げの水準が、労働組合（あるいは従業員代表の意見など。以下、組合と表記）の要求に対し

てどういう妥結水準・状況であったかを尋ねた。 

  ほとんどの区分で「組合の要求通り」の回答が最も多いが、非製造業では「組合の要求を上回る

水準」も相応にあるという点は注目したい。 

一方、非製造業、サービス業では「組合の要求を下回る水準」が最も多い回答となっており、業

種・規模によって多少のばらつきがみられる（図表 31）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）賃上げに対する今年および来年以降の考え方 

  賃上げに対する考え方として、次のＡ・Ｂを想定し、今年と来年以降で何を重視するかについて

尋ねた。 

Ａ：物価高から従業員の生活を守るため 

Ｂ：人材を維持・獲得するため 

  図表 32、33 のとおり、全産業でみると、今年、来年以降ともに「Ａ・Ｂ両方重視する」という企

業が６割超を占めている。なお、「どちらかというとＢを重視」とする企業は、来年以降にその割合

が高まっていることがみてとれる。これは、現下の状況では物価高対策が急務ともいえるが、中長

期的には人材確保の観点から賃上げを意識していることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 


